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はじめに 
 近・現代日本における「標準化」という問題を考えるにあたっては、まず、その前提として、まず、「標準」・「標
準化」という語はどのような意味で用いられてきたのか、ということを検討する必要がある。概念規定をないがし
ろにしたままで議論を進めることは、無用な混乱を招くことにつながるからである。 
 そこで本稿では、近代日本において「標準」・「標準化」という概念がどのような形で成立し、発展していった
か、という点について、国語辞典・百科事典類などを参照しつつ検証してゆくこととしたい。 
 
 
１．近代日本における「標準」概念の成立 
 
１．１ 「標準」 
 『日本国語大辞典』第2版は、「標準」という熟語について、以下のように記載している。 
（「標」はくい、「準」は水準（みずもり）の意。いずれも建築の際の基礎測量に用いるもの） 
(1) 判断、行動などのよりどころとするものや比較のもとにするもの。 
（イ）目じるし。スタンダード。基準。水準。 
＊語孟字義（1705）下・君子小人「若二中人之資一、以レ此為レ志、必有下躐レ等凌レ節自立二標準一
之病上」 
＊開化本論（1879）〈吉岡徳明〉上・四「夫れ憲法は治国の要具にして、人民日用の標準なり」 
＊思出の記（1900-01）〈徳富蘆花〉六・二「批評判定の標準も」 
＊孫綽‐丞相王導碑「信人倫之水鏡、道徳之標準也」 
（ロ）そこに達すべきよりどころ。目標。手本。模範。のり。〔…〕 
(2) 平均的な度合。また、その程度のもの。なみ。普通。〔…〕（1） 
 また、『大漢和辞典』の記載は以下の通りである。 
他ののりとなるもの。かた。模範。又、めあて。めじるし。 
〔孫綽、丞相王導碑〕信人倫之水鏡、道徳之標準也。 
〔韓愈、伯夷頌〕聖人乃万世之標準也。 
〔杜甫、贈二鄭十八賁一詩〕示レ我百篇文、詩家一標準。（2） 
 孫綽そんしゃく（300頃-385頃）は東晋の文人、韓かん愈ゆ （768-824）・杜甫と ほ （712-770）はいずれも唐の詩人である。このこと
からもわかるように、「標準」という熟語自体は、古くから用いられてきた漢語である。また、もとの意味は「目印」
であり、そこから転じて「模範」という意味が出来たものと考えられる。 
 しかし、今日一般的に用いられる意味での「標準」は、英語の「スタンダード」（standard）の訳語と考えられ
る。 “standard” は、もともとは軍隊の集結地点を示す旗などを意味する語であり、それが15世紀ごろから
「計量の基準となるもの」という意味でも用いられるようになったものである（3）。 
 それでは、訳語としての「標準」はいつごろ成立したのであろうか。 
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 最初の本格的な刊本英和辞典である堀辰之助の『英和対訳袖珍辞書』を見ると、 “standard”の語釈は、
文久2年（1862年）の初版では「風俗、旗、貨幣ノ位、極印」（4）、慶応2年（1866年）の改正増補版では「軍旗、
貨幣ノ位、元極メ、支柱」（5）となっており、「標準」はまだ訳語とされていない。また、最初の本格的な和英辞
典（英和辞典を兼ねる）であるＪ・Ｃ・ヘボンの『和英語林集成』（6）では、慶応3年（1867年）の初版では、 
“standard” の語釈は単に「Hata」（7）（旗）となっており、明治5年（1872年）の再版でも「Hata, hata-jirushi, 
kiwametaru koto.」（8）（旗、旗印、極めたること）となっている。1886年の第3版で和英の部に見出し語として
「標準」が追加されたが、その語釈は 
    HYŌJUN ヘウジユン 標準 Criterion; example. syn. JŌGI, KAGAMI. （9） 
であり、 “standard” は記載されていない。ヘボンは、 “standard” に対応する日本語としては「定規」を
考えていたようである（10）。 
 いっぽう、1879年の津田仙らによる『英華和訳辞典』では、 “standard” 自体には「旗」の語義しか当てて
いないが、 “a standard rule” に対する訳として「度 準度，ハフド」、 “to be standard rule” に対する訳
として「以為度，以為法，以為軌，以為準，ハフソク ト スル」が当てられている（11）。なお、この辞書は、ヴィル
ヘルム・ロプシャイト（Wilhelm Lobscheid）の『英華字典』（1866-69年）の翻訳である（12）。日本の文明開化
以前の段階では、 “standard” に対応する訳語は漢籍でも一定していなかったことがうかがわれる。 
 “standard” の訳語として「標準」を当てた辞書は、管見の限りでは、1881年の井上哲次郎『哲学字彙』が
最初と思われる。同書には以下のようにある。 
    Standard 標準、本位（財）、（13） 
 したがって、 “standard” の訳語としての「標準」が確立したのは、おおむね1880年前後と見なしてよいと
思われる。 
 
１．２ 「標準時」と「標準語」 
 金澤庄三郎『辞林』（1907年）では、「標準」の子見出しとして、「標準学」「標準語」「標準時」の3語が記載さ
れている（14）。また、松井簡治『大日本国語辞典』初版（1915-19年）では、「標準」で始まる見出し語として「標
準圧力」「標準学」「標準軌間」「標準語」「標準時」「標準状況」「標準売買」「標準米」「標準温度」の9語が記
載されている（15）。いずれも、英語における “standard” の概念が、翻訳語として日本語に持ち込まれたもの
と考えられる。少し時期が下るが、大槻文彦『大言海』（1932-37年）では、「標準」で始まる見出し語は「標準
語」と「標準時」だけである（16）。 
 この「標準語」と「標準時」は、明治期に成立し定着した「標準」概念の代表と見てよいであろう。 
 まず「標準語」は “standard language” の訳語であり、初出用例は岡倉由よ し三郎ざ ぶ ろ うの『日本語学一斑』（1890
年）とされ、のち、上田萬年か ず と しが1895年に発表した論文「標準語に就きて」によって広く使われるようになったも
のとされる（17）。 
 「標準時」（standard time の訳語）は法令で制定されたものである。すなわち、1886年に公布された「本
初子午線経度計算方及標準時ノ件」（明治19年7月13日勅令第51号）には、次のようにある。 
    明治二十一年〔1888〕一月一日ヨリ東経百三十五度ノ子午線ノ時ヲ以テ本邦一般ノ標準時ト定ム 
この勅令は、1885年の国際子午線会議でグリニッジ子午線が本初子午線とされたのを受けて公布されたもの
で、2012年1月現在も効力を有する。ただし、沖縄県の一部（宮古・八重山列島）および台湾・澎湖諸島に対
しては、1896年から1937年までの間、東経120度を基準とする「西部標準時」が設定されていた。 
 
日本における「標準化」の史的考察 （人文社会科学研究科 研究プロジェクト報告書 第217集） 
 
 - ５ - 
１．３ 「規格」 
 「標 準スタンダード」は、その成立過程から、デジュール・スタンダード（de jure; 法律上の）と、デファクト・スタンダー
ド（de facto; 事実上の）に分けられる。前者が、公的機関が法的に設定した、拘束力を持つものであるのに対
し、後者は私企業などが定めたものが、市場競争の結果として一般化したものである。 
 なお、 “standard” の訳語としては、「標準」の他に、もうひとつ「規格」がある。 
 たとえば、 “International Organization for Standardization” (ISO) は「国際標準化機構」と訳され
ているが、その定める “International Standard” (IS) は「国際規格」と訳されている。また、「日本工業規
格」は英語では “Japanese Industrial Standards” (JIS) である。ただし、「規格」は「標準」に比べて若
干意味が狭く、工業製品などに対して委員会などが明文規定したスタンダード、という意味で使われることが
多い。 
 『日本国語大辞典』によれば、「規格」の語義は以下の通りである。 
(1) 規則と格式。規定。おきて。 
＊広益熟字典［1874］〈湯浅忠良〉「規格 キカク キマリ」 
＊魏志‐夏侯惇伝「規格局度世称二其名一」 
(2) 工業製品などの寸法、形状、品質などについて定められた標準。標準規格。 
＊モダン辞典［1930］「規格 （工）型の事。例えば『自動車車輪の規格の統一』等と」〔…〕 
(3) 一般的に、判断の標準となるような一定の約束。〔…〕（18） 
 このうち “standard” の訳語にあたるのは (2) であるが、この語義が現れた時期は比較的新しいようであ
る。たとえば、『大日本国語辞典』初版は、「規格」の語義としては「（一）規則と格式と。規定。（二）手続に関す
る規則。」（19）のみを挙げている。 
 
１．４ 「標準化」と「規格統一」 
 「標準化」（動詞 standardize, 名詞 standardization）とは、さまざまな物品や事項について「標準」を策
定し、さらに、その物品や事項を、策定した「標準」に合わせてゆく作業といえる。 
 ISOおよび国際電気標準会議（IEC: International Electrotechnical Commission）は、「標準化」につ
いて以下のように定義している。 
現実の，又は潜在する問題について，共通に繰り返して利用する“規定”（provision）を制定する活動で，
与えられた条件下でその指令を最適の段階にまで到達させることを目指す．（20） 
 さて、「標準化」の意味を幅広く捉えれば、古代国家による度量衡統一事業なども含まれることになる。しか
し、意図的に「標準」を決定していく作業としての「標準化」、という概念がはっきり現れるのは、近代以降、とり
わけ産業革命による大量生産技術の発達と、国民国家の出現以後のことと考えられる。たとえば、『オックスフ
ォード英語辞典』では、動詞 “standardize” は1873年初出、名詞 “standardization” は1896年初出と
なっている（21）。 
 日本の百科事典類を参照してみると、三省堂の『日本百科大辞典』（1908-19年）では、まだ「標準化」に該
当する項目は立てられていない。いっぽう、平凡社の『大百科事典』初版（1931-35年）では、以下のように説
明されている。 
 ヒョージュンカ 標準化 Standardization 現今では大体二つの意味に用ひられてゐる。その一は寸
法、成分、品質、性能その他に関する標準（規格）の統一を意味し、英語では Standardization, ドイツ
語では Normung といひ、我国では規格統一として知られてゐる。その二は製品の標準化であり、製品
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の型、寸法その他を統一して、種類を減少し、以て生産上竝に配給上の無駄を省き、費用の低減を図る
ことを意味する。英語の Simplification （単純化）ドイツ語の Typung （定型化）これである。〔…〕（22） 
 キカクトーイツ 規格統一 英語のスタンダーディゼイションの訳語。標準化ともいふ。大量機械生産を
可能ならしめ、作業能率を増進させるために、原料、材料、機械器具用品等の作業及び執務設備、生産
物の名称、形状、寸法、品質、作業方法、管理方法、執務手続等に対して一定の規格を設けることを意
味し、歴史的には十九世紀に既にその発生を見た。アメリカのテイラー・システムの如きもその一で、系統
的な実施は、欧洲大戦によつて刺戟された結果、一九一七年にアメリカに於てアメリカ工業規格委員会、
ドイツに於てドイツ機械製造規格委員会が設けられ、なほ一九二八年には万国規格統一協会の設置を
見るに至つた。〔…〕（23） 
また、冨山房の『国民百科大辞典』（1934-37年）には次のようにある。 
 ひょうじゅん‐か［標準化］／［（英）standardization］一定ノ規格ノモトニ工業品ノ寸法・形状・材質・性
能等ノ統一ヲ図ルコト。之ニ依リ材料・時間等ノ無駄ヲ省キ，経済上ノ損失ヲ少クシ，互換性ヲ増シテ有事
ノ際ニ備ヘル等ノ利点ガアル。各国ニ於テ行ハレテヰルガ，最モ古イノハ英国デ，調査機関（BESA）
ハ1901.ニ設立サレ，我国デハ大正10.（1921.）工業品規格統一調査会ガ設立サレテ，日本標準規
格（JES）ノ名ノ下ニ決定事項ヲ公示シ極力ソノ普及ニ力つ と メ，国際機関トシテハ万国規格統一協
会（ISA, 1928.設立）ガアル。〔…〕（24） 
 きかく‐とういつ［規格統一］／［（独）Normung］各工業品ノ物理的竝ニ化学的特性・其製造方法・試験
方法ヲ科学的ニ調査シテ定メタ標準トナルベキ一定不変ノ形状・寸法・方法等ヲ標準規格トイヒ，箇々ノ
企業カラ始ツテ，其工業全体ニ及ビ，更ニ國家的ニ統一スルコトヲ標準規格統一，或ハ単ニ規格統一ト
イフ。〔…〕（25） 
 要するに、「標準化」とは、もともとは能率向上や互換性の確保などを目的とした工業製品の規格統一を指し、
その中でも特に、第一次世界大戦（1914-18年）以後に各国が国家的規模で実施されるようになった、デジュ
ール・スタンダードの制定作業を指したのである。また、「規格」という言葉は、こうした制定作業の過程で、デ
ジュール・スタンダードを意味するものとして用いられるようになったと考えられる。 
 1930年に刊行された鵜沼直『モダン語辞典』には、「規格」について、「一口に云へば型のことである。この
頃やかましい産業の合理化ではこの規格の統一、即ち、大量生産、安価生産、形態統一を非常に重要視し
てゐるので、この字も目に触れることが多くなつて来た」（26）とあり、第一次世界大戦後の状況の中で、「規格
統一」という考え方が急速に普及した状況が示されている。 
 
 
２．工業標準化の歴史 
 
２．１ 初期の工業標準化 
 それでは、このような「標準化」という概念を成立させることになった、工業標準化の歴史について概観して
みることにしよう（27）。 
 近代的な意味での工業標準化の発端は、18世紀後半のフランスにおいて、互換性部品からなる規格化さ
れた兵器の製造方法が考案されたことだとされている。これは、もとは大砲の砲車を修理する際に、破損個所
の部品のみを交換することで修理を容易にする、という目的で発案されたものであったが、間もなく、製造時
間を短縮する効率のよい技術であることも知られるようになった。この互換性技術は、フランスでは職人の抵
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抗をまねいたためにすぐには定着しなかったものの、アメリカでは銃器製造などのために本格的に導入され、
多数の専用工作機械によって、形の同じ（すなわち、互換性のある）部品を製造していく、という「アメリカン・シ
ステム」を確立させることになった。兵器製造から始まったアメリカン・システムは、19世紀半ばにミシン産業、
さらに自転車産業などの民生用品製造にも転用され、やがて20世紀には、徹底的に効率を追求した大量生
産システムであるフォード・システムへとつながっていく。 
 同一製品同士での部品交換を可能にする、という互換性の発想は、やがて、異なる製品同士の間でも部品
の流用を可能にする、という目的での標準化へとつながっていくことになる。たとえば、ネジの規格を見る
と、1841年にイギリスのジョゼフ・ウィットワースが統一規格を提案（ウィットねじ）、1864年にアメリカのウィリア
ム・セラーズがこれを改良した規格（アメリカねじ）を提案した。アメリカねじは、1894年にフランスでメートル法
を適用した「SFねじ」に採用され、1898年にはフランス・ドイツ・スイスの国際共同規格「SIねじ」として採用さ
れている。 
 19世紀末から20世紀初頭にかけ、アメリカのフレデリック・ウィンスロウ・テイラー（Frederick Winslow 
Taylor, 1856-1915）が工場作業過程の「科学的管理法」（テイラー・システム）を発案、工場での労働者の行
動を標準化し、適切に管理することで、能率の向上を図ることを提案した。部品の標準化のみならず作業過
程、すなわち人間の行動事態の標準化、という考えも現れるようになったのである。テイラー・システムは、日
本では1913年に加島銀行取締役の星野行則が紹介した（28）。また、同時期に心理学者の上野陽一も、テイ
ラーらの「研究の結果一番良いと認めた運動の仕方を教へ込」むことで「標準化（Standardize）する」という
考え方を紹介している（29）。1915年に平凡社から発行された『御存知でせうか』という家庭向け事典では、テイ
ラー・システムを、「女中の使ひ方に応用」できる理論として紹介している（30）。なお、同書では、「標準生活費」
についても、「英米の経済学者」や寺田勇吉などの研究を引きながら詳しく説明している（31）。 
 
２．２ 各国による標準化機関の成立と国家規格の制定 
 こうした標準化技術の進展の結果、それまで個々の生産者がばらばらに決めていた工業製品の規格を国
家的規模で統一し、規格化された汎用性の高い製品を作ることで、産業の合理化・効率化を進めようとする、
という動きが各国で生じることになった（32）。 
 「規格を統一する目的は、工業品の生産・分配・消費を合理化し、経済の発展に資するため」であり、そのメ
リットは、生産上は「大量生産ができて生産技術に熟達しやすく、かつ設備の改良も行われやすく、製品の品
質を向上させ、精良にするとともに生産能率が増進する」、分配上も「形状・寸法がそろっているから荷造りや
取扱いが簡単」で、使用上も「形状寸法が一定しているから、取換えや修繕の場合すぐ間に合う」上、「品質
においても最低限度が保証されているから使うのに安心である」、という点が挙げられる（33）。こうした考えから、
各国では国家規格を定めるための標準化機関を設立しはじめる。 
 このような国家的標準化機関の先駆となったのは、1901年にイギリスで設立された工学規格委員会（ESC: 
Engineering Standards Committee. 現在の英国規格協会 BSI: British Standards Institution）（34）と
される。これは、それまで橋・船舶・建物などに用いる鋼材の規格が不統一になっていたために、製造コストが
高くなっていたことから、形鋼の統一規格を定めることで合理化を図り製造コストを軽減させる、という目的で
設立されたものであった（35）。 
 しかし、各国で標準化機関の設立が進むのは、第一次世界大戦以後のことである。1917年にドイツ工業規
格 委 員 会 （ NADI: Normenausschuß der deutschen Industrie. 現 在 の ド イ ツ 規 格 協 会  DIN: 
Deutsches Institut für Normung）（36）が設立されたのを皮切りに、1918年にアメリカ工業規格委員
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会（AESC: American Engineering Standards Committee. 現在のアメリカ工業規格協会  ANSI: 
American National Standards Institute ） （ 37 ） と フ ラ ン ス の 標 準 化 常 任 委 員 会 （ Commission 
Permanente de Standardisation. 現在のフランス規格協会  AFNOR: Association française de 
normalization. 規格名はNF）（ 38） 、1921年には日本の工業品規格統一調査会（JESC: Japanese 
Engineering Standards Committee. 現在の日本工業標準調査会  JISC: Japanese Industrial 
Standards Committee）、1925年にはソ連邦労働防衛評議会標準化委員会（現在のロシア連邦国家標準
化・計量委員会 Rosstandart; GOST R）（39）がそれぞれ設立されている。 
 これら標準化機関が制定した規格としては、イギリスのBS（British Standards）、ドイツのDIN、フランスの
NF（Norme française）、日本のJIS、アメリカのANSI、ロシアのGOST Rなどが良く知られている。 
 
各国の標準化団体の設立年（40） 
年 国 
1901 イギリス 
1917 ドイツ 
1918 オランダ、アメリカ、フランス、スイス 
1919 カナダ、ベルギー 
1920 オーストリア、ハンガリー 
1921 イタリア、日本、オーストラリア 
1922 スウェーデン、チェコスロヴァキア 
1923 デンマーク、ノルウェー、ソ連 
1924 ポーランド、フィンランド 
 
 
２．３ 国際標準化組織の成立 
 いっぽう、これと並行して国際標準化組織の設立も意識されるようになった。これについては電気通信技術
の方が先行している。 
 1795年にフランスで制定されたメートル法は、1875年にメートル条約が結ばれ、国際度量衡総会・国際度
量衡委員会・国際度量衡局が設立されたことで国際標準化が進んだ。国際度量衡総会は、1960年にメート
ル法を再整理した「国際単位系」（SI）を採択している。なお、日本は1885年にメートル条約に加入したものの、
その後もメートル法と尺貫法の併用が続けられた。メートル法への法的な統一がなされたのは1921年、統一
が完了したのは1958年であった。また、SIの正式採用は1993年である。 
 1881年から国際電気会議が始まり、基本単位の統一が検討され、さらに1906年には、電気設備・機器など
の標準化機関として、国際電気標準会議（IEC）が設立された（41）。 
 それ以外の工業製品に関しては、1921年に欧米各国の標準化機関が非公式の幹事会を開き、将来的な
国際的規格統一のため、各国が制定した規格を相互に通告するための共同事業を行うことを決定した。その
後、これを受けて、1926年に「万国規格統一協会」（ISA: International Federation of the National 
Standardizing Association）の設立が決定された。ISAは1928年に正式に発足し、各国の国家標準化団
体が加盟して国際規格の設定を管理していた。 
 しかし、ISAは第2次世界大戦のため1942年に活動停止に追い込まれる。その後、1944年に連合国が「連
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合国規格調整委員会」（UNSCC: United Nations Standards Coordinating Committee）（42）を設立し
た。1946年10月、ISAとUNSCCを統合して、新たに「国際標準化機構」（ISO）を設立することが決定された。
ISOは1947年2月に正式に発足し、現在に至っている。なお、「ISO」は何語の名称の略称でもなく、言語に
よらない短縮名として選ばれた呼称で、ギリシア語の isos （均等、均質）に由来する。 
 現在では、テジュール・スタンダードの設定は、国際（international）／地域（regional）／国家（national）
／地方（provincial）の4つの階層からなるものとされている（43）。国際規格はISO、IECおよび国際電気通信
連合（ITU: International Telecommunication Union）（44）が規定するもの、地域規格は欧州標準化委員
会（CEN: Comité Européen de Normalisation）のように複数国が参加する標準化機関が規定するもの、
国家規格は国家単位での標準化機関が規定するもの、地方規格は個々の団体（IEEEなどの国際組織も含
む）および企業が定めるものである。 
 
２．４ 日本の工業標準化 
 次に、日本の工業標準化の歴史について概観してみよう（45）。 
 明治以後の近代化の過程で、各官庁は様々な規格を制定してきた。初期に官庁主導の標準化が図られた
ものとしては、軍用小銃・火薬、薬剤、電信・電話・電力事業、船舶、鉄道施設などがある（46）。たとえば、薬品
に関する国家規格である『日本薬局方』は、1886年に制定されている（47）。しかし、これらの制定作業はそれ
ぞれの官庁が個別に縦割り的に行っていたため、しばしば混乱を来していた。 
 国家レベルでの規格制定事業の嚆矢は、明治38年農商務省告示第35号「「ポルトランド、セメント」試験方
法」（1905年2月10日付）による官庁用セメントの試験法の統一だとされている。また、1910年2月には電気学
会が「日本電気工芸委員会」（JEC: Japanese Electrotechnical Committee）を設立し、IEC（当時の日本
では「万国電気工芸委員会」と呼ばれていた）への加盟を果たしている。1913年3月には上水協議会の委嘱
を受けた工学会が水道鉄管調査委員会を設置し、1年間の審議に基づき標準仕様書を作成した。その後の
主な動きとしては、1916年5月に製鉄業調査会が農商務大臣の諮問機関として設置されたこと、1918年2月、
逓信省が標準船型に関する調査委員会を設置したこと、同年6月、工学会の主唱により聯合工業調査会が
設置されたこと、などが挙げられる。 
 1919年6月、大正8年勅令第305号により、農商務大臣の諮問機関として「度量衡及工業品規格統一調査
会」が設立され、度量衡、工業品規格、計量単位の統一についての審議を行うことになった。同委員会で
は、1919年12月の答申で、度量衡についてメートル法に統一することを提唱、さらに1920年6月の答申で、
工業品の規格統一を行うために政府が常設機関を設置することを提唱したのち、1921年3月に廃止され
た（48）。 
 これを受けて、1921年4月に度量衡法が改正され、メートル法への統一がなされるとともに、同年4月の大
正10年勅令第164号「工業品規格統一調査会官制」により、農商務大臣の監督に属する「工業品規格統一
調査会」が設置され、「日本標準規格」（JES: Japanese Engineering Standard）の制定が開始された。な
お、先述したように「標準」も「規格」も “standard” の訳語なので、「標準規格」は重言である。一方、英語名
は直訳すれば「日本工学規格」であるが、日本語名と英語名が一致しない理由は明らかでない（49）。工業品
規格統一調査会は1929年にISAに加入している（50）。また、1931年には商工省の外郭団体として日本工業
協会が設立され、JESの印刷と頒布を行うことになった。 
 もっとも、平凡社『大百科事典』初版の「規格統一」の項には、「複雑なる財貨と手続を単純化し、流通の便
を招来するが、趣味を掣し、企業間の競争手段を殺ぐ欠点あるを免かれない」（51）とも書かれており、1930年
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代初頭には標準化への抵抗も決して少なくなかったことをうかがわせる。 
 ところが1937年7月に日中戦争が勃発すると、物資確保・節約の観点から、従来のJESの品質の変更や、
応急的な規格の制定発表などが要求されることとなった。このため、1939年に臨時日本標準規格（臨JES）
の制定作業が開始されることになる。これにともない、旧JESの制定作業は1941年4月以降中絶することにな
った。 
 また、航空機の材料については、これとは別に、1938年に公布・施行された航空機製造作業法（昭和13年
法律第41号）に基づき、逓信省航空局内に設置された航空機技術委員会によって「日本航空機規格」（航
格）が制定されることになった。なお、航空機技術委員会は、のちに航空機規格調査会となり、1942年に工業
品規格統一調査会に統合されている。航格がJESと別個のものとなったのは、「航空機関係の規格は法律に
基づいて制定ならびに実施されるという特殊の事情があるのみならず、外部に対して秘匿扱いする必要があ
るものもある」（52）という理由によるものである。 
 敗戦とともに臨JES・航格の制定は中止され、工業品統一調査会は1946年2月、昭和21年勅令第98号「工
業標準調査会官制」により「工業標準調査会」に改組された。調査会では旧JES・臨JES・航格を再検討の上
統合し、「日本規格」（新JES）（53）の制定作業を行うことになった。 
 その後、工業標準化法（昭和24年法律第185号、1949年6月1日公布、7月1日施行）の制定により、「日本
工業標準調査会」（JISC）が設立され、「日本工業規格」（JIS）の制定作業が行われることになった。旧「工業
品統一調査会」「工業標準調査会」にない「日本」の名が冠されたのは、「外国に対して我が国の工業規格を
制定する組織であることを明記するため」という（54）。 
 工業標準化自体の目的や役割についてはそれまでは明文規定がなかったが、工業標準化法において、初
めて明文規定がなされることになった。すなわち、第1条では 
この法律は、適正且つ合理的な工業標準の制定及び普及により工業標準化を促進することによつて、鉱
工業品の品質の改善、生産能率の増進その他生産の合理化、取引の単純公正化及び使用又は消費の
合理化を図り、あわせて公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。 
とあり、第2条ではさらに、工業標準化の定義を詳しく規定している（55）。なお、それまで無かった「工業」の名
が特に冠されたのは、新JESには含まれていた医薬品や農薬、化学肥料、農林水産物などが、工業標準化
法第2条において除外され、鉱工業品のみに限定されることが明示されたからである（56）。 
 旧JES・臨JES・新JESはその後もしばらく使われ続けたが、JISへの切り替え作業を経て、1955年に全廃
された。JISCは1952年9月にISO加入を承認されている（57）。また、日本工業協会は1942年に日本能率連
合会と合併して日本能率協会となった。その後、1945年12月に、日本能率協会と大日本航空技術協会のそ
れぞれの規格担当部門が分離・合併し、日本規格協会が設立され、現在に至っている。 
 なお、IECについては、日本は1942年に脱退、1953年11月にJISCの加入という形で復帰している（58）。か
つてのIEC加盟組織であった電気規格調査会（1944年に日本電気工芸委員会から改称。ただし英語名の
JECは変更されていない）は、JISCの国内審議団体という位置づけとなっている。 
 また、日本工業規格から除外された農林水産物については、1950年に「農林物資規格法」（昭和25年法律
第175号）が公布・施行され（59）、農林水産省が「日本農林規格」（JAS: Japanese Agricultural Standard）
を認定することになった。農林物資規格法は1970年の改正で「農林物資の規格化及び品質表示の適正化に
関する法律」（通称「JAS法」）と改称され、現在に至っている。また、医薬品については、薬事法に基づいて
厚生労働大臣が定める『日本薬局方』が国家規格とされている。 
 
日本における「標準化」の史的考察 （人文社会科学研究科 研究プロジェクト報告書 第217集） 
 
 - １１ - 
日本の工業規格の歴史（60） 
規格名 略称 根拠法令 制定団体 制定期間 件数 
日本標準規格 JES 1921~1941 520 
臨時日本標準
規格 
臨 JES 
工業品規格統一調査
会官制（大正 10 年勅
令第 164号） 
工業品規格統一調査
会 1939~1945 931 
日本航空機規
格 
航格 航空機製造事業法（昭
和 13年法律第 41号） 
航空機技術委員会→
航空機規格調査会→
工業品規格統一調査
会航空部会 
1938~1945 660 
日本規格 新 JES 工業標準調査会官制
（昭和 21年勅令第 98
号） 
工業標準調査会 1946~1949 2102 
日本工業規格 JIS 工業標準化法（昭和
24年法律第 185号） 
日本工業標準調査会 1949~ 現行 
 
 
おわりに 
 以上で見てきたように、工業標準化は19世紀後半に成立した思想であり、第一次世界大戦前後から、産業
の能率化を図るため、国家的レベルでも国際的レベルでも広く実施されるようになったものである。「スタンダ
ード」という意味での「標準」という言葉は明治初期から用いられているとはいえ、「標準化」や「規格」が今日的
な意味で用いられるようになったのは、第一次世界大戦前後の、国際的にも国家標準制定の機運が高まった
時期以後と考えられる。 
 この時期には英語文献からの翻訳の形で、様々な「標準」概念が日本に持ち込まれることになった。たとえ
ば、英語の “standard” には、「平均的な」「普通の」という意味もあるが、これが日本語にも持ち込まれ、日
本語の「標準」にも「平均的な度合」「普通」などの意味合いも生じてきたものと思われる（61）。 
 こうした「標準」・「標準化」概念の確立は、一般的な日本人の意識構造にもさまざまな影響をもたらしたと考
えられる。また、本稿では日本語の用法を取り上げたが、本来は英語圏での “standard” の用法も含めた
検討も必要であろう。そうした点については、さしあたって今後の検討課題としておきたい。 
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（13） 『哲学字彙』（東京大学三学部、1881年）86頁（JP 40000143, 46齣）。 
（14） 金澤庄三郎〔編〕『辞林』（三省堂書店、1907年）1392頁（JP 40078019, 722齣）。「標準学」は規範学（「従ひ
のっとるべき標準を立つる学。倫理学・論理学等これなり」334頁、179齣）に同じ。 
（15） 上田萬年＋松井簡治『大日本国語辞典』第4巻（冨山房＋金港堂書籍、1919年）737頁（JP 43022818, 
321齣）。「標準圧力」は1気圧。「標準状況」は0℃・1気圧の状態（標準状態）。「標準軌間」は4フィート8インチ
半（＝1345mm）の軌間（標準軌）。「標準売買」は「商品の種類・等級等を以て其の標準を示して行ふ売買」。「標
準温度」は0℃。 
（16） 大槻文彦『大言海』第4巻（冨山房、1935年）269頁。 
（17） 惣郷正明＋飛田良文〔編〕『明治のことば辞典』第3版（東京堂書店、1998年）488-489頁。 
（18） 日本国語大辞典第二版編集委員会＋小学館国語辞典編集部〔編〕『日本国語大辞典 第二版』第4巻（小学
館、2001年）1頁。ただし、適宜改行を加えた。 
（ 19）  上田萬年＋松井簡治『大日本国語辞典』第 1巻（冨山房＋金港堂書籍、 1915年） 1053頁（ JP 
43022818, 539齣）。名義上は上田との共著だが、実際は松井による単著とされる。 
（20） ISO/IEC Guide 2:2004, 1.1. 飯塚幸三〔監修〕『世界の規格便覧 第1巻 国際編』（日本規格協会、
2005年）17頁。 
（21） OED, 2nd ed., Vol. XVI, p. 508. 
（22） 下中彌三郎〔編〕『大百科事典』第22巻（平凡社、1933年）25頁。文責は増地庸治郎。 
（23） 下中彌三郎〔編〕『大百科事典』第6巻（平凡社、1932年）319頁。文責は市川泰次郎。なお、「アメリカ工業規
格協会」の設立年を1917年としているが、正しくは後述するように1918年である。 
（24） 冨山房百科辞典編纂部〔編〕『国民百科大辞典』第11巻（冨山房、1936年）162頁。無署名。なお、後述する
ように、BESAは設立当初はESCという名であった。 
（25） 冨山房百科辞典編纂部〔編〕『国民百科大辞典』第3巻（冨山房、1934年）593頁。文責は藤田静太郎。 
（26） 鵜沼直『モダン語辞典』（1930年発行、南博〔編者代表〕『近代庶民生活誌 第三巻』三一書房、1985年、所
収）233-234頁。 
（27） 以下、主として橋本毅彦『〈標準〉の哲学――スタンダード・テクノロジーの三〇〇年』（講談社、2002年）によ
日本における「標準化」の史的考察 （人文社会科学研究科 研究プロジェクト報告書 第217集） 
 
 - １３ - 
る。 
（28） 佐々木聡＋野中いずみ「日本における科学的管理法の導入と展開」原輝史〔編〕『科学的管理法の導入と展
開――その歴史的国際比較』（昭和堂、1990年）。 
（29） 上野陽一「能率増加法の話」『心理研究』第4巻第23号（1913年11月）4頁（doi:10.4992/jjpsy1912.4.421）。 
（30） 家庭問題研究所〔編〕『御存知でせうか』（平凡社、1915年。JP 43023006）第7章「能率増進法――家庭生
活の改善にも応用し得べき」。 
（31） 家庭問題研究所〔編〕『御存知でせうか』第6章「標準生活費の研究――中等階級を中心としたる」。同書では、
「標準生活費」を「個人の立場から言へば、〔…〕贅沢のゼの字もつくべき部分は無いが、まづ、さしたる不自由なし
に、安心して働き得る程度の生活費」「社会政策の上から言へば、国民生活改善の目標とすべき程度の生活費」
と説明している（247頁）。 
（32） 以下、通商産業省〔編〕『商工政策史 第九巻 産業合理化』（商工政策史刊行会、1961年）187-223頁、通
商産業省通商産業政策史編纂委員会〔編〕『通商産業政策史 第7巻 第II期 自立基盤確立期（3）』（通商産業
調査会、1991年）251-277頁、飯塚幸三〔監修〕『世界の規格便覧』全4巻（日本規格協会、2005年）、日本産業
技術史学会〔編〕『日本産業技術史事典』（思文閣出版、2007年）の「生産技術」の章などを参照。 
（33） 『商工政策史 第九巻』187-188頁。 
（34） 1918年にBESA (British Engineering Standards Association), 1931年にBSIとなる。 
（35） 東秀彦「規格」（『世界大百科事典』CD-ROM版 Ver. 1.22, 日立デジタル平凡社、1998年）。 
（36） 1926年にDNA (Deutscher Normenausschuß), 1975年にDINとなる。 
（37） 1928年にASA (American Standards Association), 1966年にUSASI (United States of America 
Standards Institute), 1969年にANSIとなる。 
（38） 当初は官設、1926年に民間団体となりAFNORとなる。 
（39） 現在の名称になったのは2004年。 
（40） 『工業品規格統一調査会概況』（商工省工務局、1927年）27-30頁より作成（《臨時産業審議会書類》「二十 
諮問第二号第四号参考資料（一）」国立公文書館所蔵、アジア歴史資料センター［http://www.jacar.go.jp/］ ref. 
A05021133500, 28-30齣）。設立時期に疑問のあるものもあるが、原文のママ。 
（41） 飯塚〔監修〕『世界の規格便覧 第1巻 国際編』291頁。 
（42） 日本語文献では一般に「国際連合規格調整委員会」と訳されているが、設立が国際連合憲章採択（1945年6
月）よりも前であること、参加国も連合国（United Nations）に限られていることなどから考えて、「連合国規格調整
委員会」と訳すのが適切と思われる。 
（43） 飯塚〔監修〕『世界の規格便覧 第1巻 国際編』18頁。 
（44） 1947年発足。前身は万国電信連合（1865年設立）と国際無線電信連合（1908年設立）。 
（ 45 ）  以 下、 「 時報  工業 品規 格統一 調査会 」 『建築雑 誌』 第 35 輯第 420号 （ 1921年 10月 ） 73-76頁
［http://ci.nii.ac.jp/naid/110003791090/］、片野博「工業標準化の歴史」『標準化ジャーナル』第25巻第6
～11号（日本規格協会、1995年6～11月）、通商産業省工業技術院標準部〔編〕『平成9年版 工業標準化法解
説』（通商産業調査会出版部、1997年）223-232頁、等を参照。 
（46） 片野「工業標準化の歴史（1）工業品規格統一調査会発足までの経緯」『標準化ジャーナル』第25巻第6
号（1995年6月）9-10頁。 
（47） 初版は明治19年6月25日内務省令第10号別冊として公布された。なお、先行して兵部省『軍医寮局
方』（1871年）、『海軍軍医寮薬局方』（『官版薬局方』、1872年）などが存在する。 
（48） 大正10年勅令第45号による。 
（49） 片野「工業標準化の歴史（2）工業品規格統一調査会の設立と以後の工業標準化事業」『標準化ジャーナル』
第25巻第7号（1995年7月）24頁。 
（50） 『通商産業政策史 第7巻』271頁。 
（51） 下中〔編〕『大百科事典』第6巻、319頁。 
日本における「標準化」の史的考察 （人文社会科学研究科 研究プロジェクト報告書 第217集） 
 
 - １４ - 
（52） 『平成9年版 工業標準化法解説』229頁。 
（53） 日本基本規格、日本化学規格、日本機械規格など20部門からなる規格の総称。 
（54） 片野「工業標準化の歴史（最終回）日本工業規格の制定と今後の工業標準化」『標準化ジャーナル』第25巻
第11号（1995年11月）22頁。なお、旧「工業品統一調査会」以来の主務官庁の変遷は以下の通り。農商務
省（1921～25年）→商工省（1925～42年）→技術院（1942～45年）→特許標準局（1945～48年、商工省外局）
→工業技術庁（1948～52年、商工省外局、1949年以後は通商産業省外局）→通商産業省工業技術院（1952～
2001年）→経済産業省（2001年～現在）。 
（55） 制定時の規定は以下の通り。「第二条 この法律において「工業標準化」とは、左に掲げる事項を全国的に統
一し、又は単純化することをいい、「工業標準」とは、工業標準化のための基準をいう。／一 鉱工業品（医薬品、
農薬、化学肥料、蚕糸及び食料品その他指定農林物資検査法（昭和二十三年法律第二百十号）による指定農
林物資を除く。以下同じ。）の種類、型式、形状、寸法、構造、装備、品質、等級、成分、性能、耐久度又は安全度
／二 鉱工業品の生産方法、設計方法、製図方法、使用方法若しくは原単位又は鉱工業品の生産に関する作業
方法若しくは安全条件／三 鉱工業品の包装の種類、型式、形状、寸法、構造、性能若しくは等級又は包装方法
／四 鉱工業品に関する試験、分析、鑑定、検査、検定又は測定の方法／五 鉱工業の技術に関する用語、略
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